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 平成１７年度は、４つの目標達成のため次の施策に取り組むとともに、地元ニーズ等に

的確に対応した効率的、効果的な事業展開に努めます。 

 

Ⅰ．総合的なコスト縮減 

事業の迅速化、設計等の最適化、調達の最適化に関するコスト縮減を図りながら各事業を

促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．沖縄らしい風景づくりの推進 

（１）”美ら島沖縄“風景づくりのためのガイドラインの策定 

 沖縄の景観形成と地域づくりに向けた支援として、平成１７年度は、「沖縄らしい風景

づくり」に向けたガイドラインの策定や継続的な景観行政の体制づくりに取り組みます。

まず、新たな取り組みとして、景観事業を専門的に支援する景観環境事業調整官を設置し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成１７年度 主な施策 

取り組みイメージ
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また、ガイドラインの策定にあたっては、観光・産業・景観等各分野を専門とする学識

経験者や経済団体等で構成する“美ら島沖縄”風景づくり検討会において、「沖縄らしい

風景づくり」に寄与する社会資本整備のあり方等について調査・検討を行います。策定後

は、下図の体制をもって景観行政を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）景観アセスメントの推進 

昨年度から取り組んでいる景観アセスメント試行事業（名護東道路、億首ダム、平良港）

の景観評価を推進します。また、試行結果を踏まえ、公共事業における景観アセスメント

（景観評価、システムの構築）の更なる展開を推進します。 

 

（３）予算による支援（目未定経費の活用） 

１）景観形成事業推進費 

 景観法に基づく景観計画区域等において実施される良好な景

観形成に係る公共事業を推進するための経費である景観形成事

業推進費（平成１６年度創設）を活用し、下記を対象に良好な

景観形成の推進に努めます。 

 

 

 

 

 

 

１．適用対象事業 

◇景観計画に定められた事業 
◇景観計画区域又は景観地区におい
て行われる良好な景観形成のため
の事業 

◇風致地区又は屋外広告物条例が定
められている地区において行われ
る良好な景観形成のための事業 

２．具体的な整備イメージ 

◇歴史的風土を保全する治山事業や緑地の整備
・買収等 

◇伝統的街並みの整備 
◇風情ある橋や河川環境の整備 
◇周辺と調和し、利用しやすい広場や休憩施設の
整備 

≪今後の展開≫
他市町村、住民、ＮＰＯ、事業者

の参画

○人材不足 ○情報不足 ○スキル不足 ○財源不足 ○意識不足 ○認識不足

行政 住民

★法制度や全国の取り組みなどの情報
提供
★予算に関する情報提供

国

★地域状況の把握
★景観に関する計
画策定に向けた
検討、調整

沖縄県

★住民との合意形
成、活動支援
★景観に関する計
画策定やその実
施実現への取組
み

那覇市

プロジェクトチーム

○「美しい国づくり
政策大綱などに基づ
く事業、施策の展開」

○景観アセスメント
（景観評価）の推進

・事業の各段階（構想
計画等）に応じて、
景観アドバイザーが
指導、助言。

・道路、ダム、港湾で
実施
※アドバイザー

（各分野の専門家等９人）

後今

国

≪景観行政の課題≫

活
用

活
用

”美ら島沖縄”
風景づくりのための
ガイドライン

○沖縄らしい景観の
配慮事項

○技術指針の整理・補完

○地域の景観特性
・活用方策

”美ら島沖縄”
風景づくり検討会

※プロジェクトチームとは、国・県・市町村による景観形成推進のための部会です。Ｈ１６年度
では、国・県・那覇市の三者で取り組んでいます。 
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２）都市再生プロジェクト事業推進費 

都市再生プロジェクト事業推進費を活用し、環境、防災、国際化等の観点から都市の再生を

図るため実施する都市再生プロジェクトを推進します。 

 

Ⅲ．地域づくりにむけた支援 

ホームページを活用し、「美ら島沖縄づくり応援団」として各種情報提供等による支援を実

施します。ホームページでは沖縄総合事務局の主な支援策として、①暮らしやすい地域づくり、

②活力ある地域づくり、③自然・農業・漁業を生かした地域づくり、④安全・防災に強い地域

づくり、など閲覧者の参考となる支援事例や“手作り郷土賞”を受賞した優良事例の掲示、地

域づくり活動の支援・補助制度などを紹介し、より良い「美ら島」づくりに努めます。 

 

Ⅳ．防災対策の強化 

 ●大雨や台風による集中豪雨や土砂崩れ、地震などにより、万が一災害が発生した場合、迅

速かつ的確にその場所情報収集、提供を行います。さらに、衛星通信車や対策本部車等を

活用し、迅速な応急復旧対策を実施します。また、H１７年度から新たに沖縄本島に繋がる

離島架橋等について、通行規制の情報提供をホームページ（道路ポータルサイト）により

実施します。 

 

 ●自治体等への災害対策支援として、平成１７年１月より「災害情報普及支援センター」

を設置し、防災情報の収集・予測・発言等に関わる技術的支援及び助言、防災対策に関

わる啓発活動などを行います。 

 

 ●平成 17 年度より、新たに防災対策官を設置します。 

 

 

 
②②災災害害時時のの対対応応  

対対策策本本部部車車  

①①災災害害情情報報のの収収集集  

衛衛星星通通信信車車  

③③災災害害対対策策支支援援  

災災害害情情報報普普及及支支援援セセンンタターーＨＨＰＰ  


